 eq \o\ad(○名古屋市介護保険条例施行細則,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)（抜粋）
                                                  eq \o\ad(平成12年3月31日,　　　　　　　　　)
                                                 名古屋市規則第70号
（配食サービス費の支給申請）
第22条の eq \o\ad( 2,　)　条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 2,　)第 eq \o\ad( 1,　)項に規定する配食サービス費の支給を受けようとするときは、介護保険特別給付（配食サービス費）支給申請書にサービス提供証明書、領収証及び被保険者証を添付して、区長に提出しなければならない。ただし、同条第 eq \o\ad( 3,　)項の規定により、本市が指定特別給付事業者に対して配食サービス費を支払う場合は、この限りでない。
 eq \o\ad( 2,　)　第13条第 eq \o\ad( 2,　)項の規定は、前項の申請について準用する。
（配食サービス費の額）
第 eq \o\ad(22,　)条の eq \o\ad( 3,　)　条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 2,　)第 eq \o\ad( 2,　)項に規定する規則で定める額は、 eq \o\ad( 1,　)食につき eq \o\ad( 200,　　)円（ eq \o\ad( 1,　)日につき eq \o\ad( 1,　)食を限度とする。）とする。
（配食サービス費の額の特例）
第22条の eq \o\ad( 4,　)　特別給付対象者について、第19条第 eq \o\ad( 1,　)項の表の左欄に掲げる事由に該当する場合は、条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 3,　)第 eq \o\ad( 1,　)項の規定に基づく配食サービス費の額の特例を適用する。この場合において、それぞれ同表の中欄に定める期間について、右欄に定める割合を同項に定める規則で定める割合とする。ただし、同表中欄中「被害を受けた日の属する月の翌月から eq \o\ad( 6,　)月以内の期間（居宅介護サービス費等の額の特例等の適用を受けた者が生活保護法による保護を受けている期間（保護を開始した日の属する月を含み、停止又は廃止した日の属する月を除く。以下同じ。）を除く。以下この表において同じ。）」とあるのは、「被害を受けた日の属する月の翌月から eq \o\ad( 6,　)月以内の期間」とする。
 eq \o\ad( 2,　)　前項の場合において、第19条第 eq \o\ad( 1,　)項の表の eq \o\ad( 2,　)以上の項に該当する場合においては、これらの項に同表 eq \o\ad( 1,　)の項が含まれるときは同項のみに、同項が含まれないときは同表 eq \o\ad( 3,　)の項のみに該当するものとする。
 eq \o\ad( 3,　)　第19条第 eq \o\ad( 2,　)項から第 eq \o\ad( 4,　)項まで、第20条及び第21条の規定は、配食サービス費の額の特例の適用の申請等について準用する。
（指定特別給付事業者の指定の申請等）
第22条の eq \o\ad( 5,　)　条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 2,　)第 eq \o\ad( 1,　)項の規定により指定特別給付事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した介護保険指定特別給付事業者指定申請書を、市長に提出しなければならない。
(1) 事業所の名称及び所在地
(2) 申請者の住所及び氏名（法人の場合は、名称及び主たる事務所の所在地
　並びに代表者の氏名）
(3) 配食サービス事業の開始の予定年月日
(4) 事業所の管理者の氏名
(5) 配食サービス事業の開始時の利用者の推定数
(6) 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
(7) 従業者の勤務の体制及び勤務形態
(8) 配食サービスの実施地域
(9) 配食の方法
(10)　事故発生時等の対応方法
 eq \o\ad( 2,　)　市長は、条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 2,　)第 eq \o\ad( 1,　)項の規定による指定をしたときは、介護保険指定特別給付事業者指定通知書により、当該申請者に通知するものとする。
 eq \o\ad( 3,　)　市長は、条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 4,　)第 eq \o\ad( 1,　)項の規定による申請を却下するときは、介護保険指定特別給付事業者指定申請却下通知書により、当該申請者に通知するものとする。

（指定特別給付事業者の指定の更新）
第22条の eq \o\ad( 5,　)の 2　法第70条の2(第4項を除く。)の規定は、指定特別給付事業者の指定の更新について準用する。

2　前項の規定による指定の更新の申請は、介護保険指定特別給付事業者指定更新申請書により行うものとする。
（変更の届出等）
第22条の eq \o\ad( 6,　)　指定特別給付事業者は、前条第 eq \o\ad( 1,　)項各号に定める事項に変更があったとき、又は当該配食サービス事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、10日以内に、その旨を介護保険指定特別給付事業者指定事項変更届出書又は介護保険指定特別給付事業者事業廃止（休止・再開）届出書により、市長に届け出なければならない。
（指定特別給付事業者の指定の取消し）
第 eq \o\ad(22,　)条の eq \o\ad( 7,　)　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定特別給付事業者に係る指定を取り消すことができる。
(1) 指定特別給付事業者が、条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 4,　)第 eq \o\ad( 2,　)項の規定により市長が定める指定の基準を満たすことができなくなったとき。
(2) 配食サービス費の請求に関し不正があったとき。
(3) 指定特別給付事業者が、不正の手段により条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 2,　)第 eq \o\ad( 1,　)項の指定を受けたとき。
(4)  eq \o\ad( 1,　)年以上配食サービスを行わなかったとき。 

（告示）
第 eq \o\ad(22,　)条の eq \o\ad( 8,　)　市長は、次の各号に掲げる場合には、その旨を告示するものとする。
(1) 条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 2,　)第 eq \o\ad( 1,　)項の指定をしたとき。
(2) 第22条の eq \o\ad( 6,　)の規定による事業の廃止の届出があったとき。
(3) 前条の規定により条例第 eq \o\ad( 6,　)条の eq \o\ad( 2,　)第 eq \o\ad( 1,　)項の指定を取り消したとき。
